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 財務局において、財政融資資金の償還確実性を確認する観点から、毎年度、地方公共団体の財務

状況把握を実施。2022年度は2020年度決算をベースに、全市区町村1,741団体のうち164団体に対し

ヒアリングを行った（2021年度162団体）。

2022年度財務状況把握の結果の概要（市区町村）

＜ヒアリング実施団体における診断基準への該当状況＞

※ 複数の診断基準に該当する団体があることから、計において一致しない。

 診断基準に該当した地方公共団体について、その要因を把握したところ、以下の事例が認められた。

財務上の留意点 主な事例

①債務高水準 ・地下鉄事業の財源として起債した企業債の償還のために地方債を発行した。

②積立低水準
・新型コロナウイルス感染症対策事業等の事業費に充当するため、基金の取り崩しを行った。

・道路や学校施設の整備に係る事業費に充当するため、基金の取り崩しを行った。

③収支低水準
・児童福祉費・社会福祉費等の扶助費が増加したことにより、収支が悪化した。

・高齢化の進展に伴い後期高齢者医療特別会計等への繰出金が増加し、収支が悪化した。

 地方公共団体の財務状況について、①「債務高水準」、②「積立低水準」及び③「収支低水準」の診断

基準への該当状況を確認したところ、以下のとおり。

ヒアリング 診断基準に

団体数 債務高水準 積立低水準 収支低水準 該当していない団体数

164 16（※） 1 13 6 148

診断基準に該当する団体数
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 財務状況把握は、財政融資の償還確実性を確認する観点から、地方公共団体の財務状況(債務
償還能力と資金繰り状況)を把握するものであり、また、結果概要（診断表）の交付により、地方公
共団体に対する財務健全化に関するアドバイス(情報提供等)や財務状況悪化に対する事前警鐘
の役割も担っている。

○財務局・財務事務所等における財務状況把握の流れ

（注） ４指標とは、行政キャッシュフロー計算書に基づきストック面を重視して算出した「債務償還可能年数」、「実質債務月収倍率」、
「積立金等月収倍率」及び「行政経常収支率」の４つの財務指標のことをいう。
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償還確実性と財務上の留意点の関係及び財務状況把握の４つの財務指標

 地方公共団体の決算統計を利用して作成する行政キャッシュフロー計算書に基づき、ストック面を重視した以下の財務指標を算
出し、財務状況把握を実施。

指標名 計算式 視点 意義 備考（家計に例えると）

①債務償還可能年数 実質債務／⾏政経常収⽀ 債務償還能⼒ １年間で⽣み出される償還原資の
何倍の債務を抱えているかを確認 ローンの返済に何年かかるか

②実質債務⽉収倍率 実質債務／（⾏政経常収⼊／12） 債務の⼤きさ １⽉当たりの収⼊の何ヶ⽉分の債
務があるかを確認

ローンの返済が給与の何ヶ⽉分
あるか

③積⽴⾦等⽉収倍率 積⽴⾦等／（⾏政経常収⼊／12） 資⾦繰り余⼒ １⽉当たりの収⼊の何ヶ⽉分の積
⽴⾦があるかを確認 預貯⾦が給与の何ヶ⽉分あるか

④⾏政経常収⽀率 ⾏政経常収⽀／⾏政経常収⼊ 償還原資
経常的な収⽀

1年間の収⼊からどの程度の償還原
資を⽣み出しているかを確認

ローンの返済に回せるお⾦は給
与のうちどのくらいか

最終目的

視点

診断基準
（市区町村）

財務指標

　　　　　 （債務系統） （収支系統）                  （積立系統）

財務上の留意点

債務償還可能年数

償還確実性

債務償還能力 資金繰り状況

実質債務月収倍率 行政経常収支率 積立金等月収倍率

債務高水準

①実質債務月収倍率が２４ヶ月以上

②実質債務月収倍率が１８ヶ月以上、

かつ、債務償還可能年数が１５年以上

収支低水準

①行政経常収支率が０％以下

②行政経常収支率が１０％未満、

かつ、債務償還可能年数が１５年以上

積立低水準

①積立金等月収倍率が１ヶ月未満

②積立金等月収倍率が３ヶ月未満、

かつ、行政経常収支率が１０％未満


